
書式第8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立・定款変更用

令和 6年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人京葉社会福祉協会

1 事業実施の方針
設立初年度にあたり、事業の基盤を確立し、この法人の役員を通じた呼びかけにより利用者へのP

Rに注力するとともに、会員増強に努める。

2 事業の実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【 4,836 】千円 )
定款に記載
された

事業名
事業内容 日時 場所

従事者
人数

受益
対象者

範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

子 どもや市民
一般に対する

食や健康の支

援事業

東京都江東区を中心に、飲
食業の事業者の協力を得
て、月 1回程度、子ども食
堂を実施する。同会場にお
いて、子どもたちの保護者
を対象に管理栄養士など
の専門家による食や栄養
に関する情報提供事業を
行う。この法人の役員が関
与する約 50の企業、団体
を通じて広報を行う。

成立の日
～令和 7

年 3月 3
1日 ま
で、月 1

日程度

この法人
が賃借す
る調理が

可能な施

設及び東
京都江東
区を中心
とする飲
食業の事
業所

10人

東京都江
東区を中
心とする
子どもを

中心と保
護者等の

市民一般

約 100
名

4,236

子 どもや市民
一般に対する
文化芸術やス
ポーツの体験
に関する事業

東京都内を中心に、子ども
やその父兄などの市民一

般に対して、月 1回程度、
文化芸術やスポーツの体
験教室を実施する。元教員
や現役のプロスポーツ選
手を講師とする。心身や情
操をはぐくむことを目的
とする。この法人の役員が

関与する約 50の企業、団
体を通じて広報を行う。

成立の日
～令和 7

年 3月 3
1日 ま
で、月 1

回程度

この法人
の役員が

関与する
法人の施
設及び東
京都内の

体育館、
文化施設
のホール

10人

東京都内
の子ども
を中心と
する市民
一般

約

名

100
300

職 業 に関す
る能力 の 向
上や 情報提
供 に関す る
事業

東京都内を中心に、経済
的に困難を抱える人々に

対し、就活に必要な応募
書類の作成指導、面接研

修、E機器操作の基礎研
修、東京都等の就職支援
事業に関する情報提供等
を行う。必要に応じてこ
の法人の理事 (弁護士)
等が相談、助言にも対応
する。この法人の役員が

関与する約 50の企業、団
体を通じて広報を行う。
また、就労に関する問題
や支援に関する社会的な
関心を高めるために、相
互理解や交流につながる

情報提供を、SNS、 ウ
ェブサイ トほかで行う。

成 立 の

日～ 令

和 7年
3月 3
1日 ま
で、研修

は 月 1

回程度、
SNS、
■,   ‐っ

'｀

'ノ =E ノ
サ イ ト
は常時。

この法
人 の 主
た る事
務 所 及
び イ ン

ター ネ
ット上

10人 東 京 都
内 の 市
民一般。
SNS、
ウ ェ ブ

サ イ ト
につ い

ては、全

国 の 市
民一般

約 10
0名

300



書式第8号 (法第 10条・第 25条関係)

設立・定款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人京葉社会福祉協会

1 事業実施の方針
2年 目は、事業規模及びこの法人の役員を通じた呼びかけにより利用者の規模を2倍程度まで拡大する。

2 事業の実施に関する事項
特定非営利活動に係る事業              (事 業費の総費用 【 9,672 】千円 )
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

子どもや市民
一般に対する
食や健康の支
援事業

東京都江東区を中心に、飲
食業の事業者の協力を得
て、月 2回程度、子ども食
堂を実施する。同会場にお
いて、子どもたちの保護者
を対象に管理栄養士など
の専門家による食や栄養
に関する情報提供事業を
行う。この法人の役員が関
与する約 50の企業、団体
を通じて広報を行う。

令和 7年
4月 1日
～令和 8

年 3月 3
1日 ま
で、月 2

回程度

この法人
が賃借す
る調理が

可能な施
設及び東
京都江東
区を中心
とする飲
食業の事
業所

10人

東京都江

東区を中
心とする
子どもを
中心と保
護者等の

市民一般

約

名

200
8,472

子 どもや市民
一般に対する
文化芸術やス

ポーツの体験
に関する事業

東京都内を中心に、子ども
やその父兄などの市民一

般に対して、月 1回程度、
文化芸術やスポーツの体
験教室を実施する。元教員
や現役のプロスポーツ選
手を講師とする。心身や情
操をはぐくむことを目的
とする。この法人の役員が

関与する約 50の企業、団
体を通じて広報を行う。

令和 7年
4月 1日
～令和 8

年 3月 3
1日 ま
で、月 2

回程度

この法人
の役員が

関与する
法人の施
設及び東
京都内の

体育館、
文化施設
のホール

10人

東京都内
の子ども
を中心と

する市民
一般

約

名

200
600

職 業 に関す
る能 力 の 向
上や 情報 提
供 に関す る
事業

東京都内を中心に、経済
的に困難を抱える人々に

対し、就活に必要な応募
書類の作成指導、面接研
修、IT機器操作の基礎研
修、東京都等の就職支援
事業に関する情報提供等
を行 う。必要に応 じてこ
の法人の理事 (弁護士)
等が相談、助言にも対応

する。この法人の役員が

関与する約 50の企業、団
体を通じて広報を行う。
また、就労に関する問題
や支援に関する社会的な
関心を高めるために、相
互理解や交流につながる
情報提供を、SNS、 ウ
ェブサイ トほかで行う。

令 和 7

年 4月
1日 ～
令 和 8
年 3月
31日
まで、研

修 は 月

1回 程
度、SN
S、 ウェ

ブ サ イ
トは 常
時。

この 法
人 の 主
た る事

務 所 及
び イ ン

ター ネ

ット上

10人 東 京 都
内 の 市

民一般。
SNS、
ウェプ
サ イ ト
に
ンっ い

ては、全

国 の 市

民一般

約 20
0名

600



書式第 9号 (法第 10条 。第 25条関係)

令和6年度 活動予算書 (その他事業が上登場合)
設立・定款変更用

特定非営利活動法人京葉社会福祉協会

ヽノ

ヽ ン

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

取

6,000,000

受取補助金

子どもや市民一般に対する食や健康の支援事業収益
子どもや市民一般に対する文化芸術やスポーツの体験に関する事業収益
職業に関する能力の向上や情報提供に関する事業収益

4

受取利息
そ

7.100.000

賃借料 (子 ども食堂施設、イベント会場)
旅費交通費
通信費
印刷製本費
広告宣伝費
材料費

1,296,000

1

|

2
1,200,000
180,000
300,000
120.000
300.000
1,440,000

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

1

2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費

5.166.0∝
期 経 常 増 減 額 A B

過年度損益修正益

01

0

01

,期 経 常 外 増 濾 | C D ・ ・ ・
②

1前 当 期 正 味 ① +② 〇 1.034.000
人

正

70.0(Ю

0
饉 腱 正 は 量 1 i ,+( 1_8“.000

3】   | .収 奎

固定資産売却損

災害損失
渦年度椙益修正相

④



書式第 9号 (法第 10条・第 25条関係)

令和 7年度
設立・定款変更用

活動予算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人京葉社会福祉協会

V

ヽ ン

金  額

1 取

正会員受取会費
賛助会員受取会費

1,000,000
1,200,000

2 取 フ

受取寄附金
施設等受入評価益

7,000,000

3

受取補助金

4 0
子どもや市民一般に対する食や健康の支援事業収益
子どもや市民一般に対する文化芸術やスポーンの体験に関する事業収益
職業に関する能力の向上や情報提供に関する事業収益

0

0

0

5 の

受取利息 0

1

(1) 2 92
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

2,592,000

2 の .∞Qα)0
賃借料 (子 ども食堂施設、イベント会場)
旅費交通費
通信費
印刷製本費
広告宣伝費
材料費

2,400,000
360,000
240,000
600,000
600,000
2.880,000

2
(1)人
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2 の 600
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費

60,000
120,000
120,000
240,000
120,000

当 期 経 常 増 減 額 A B -1. 132.000

過年度損益修正益
0

O

D
固 売

災害損失
0

0

0

当 期 経 常 外 増 滅 : C D ・・ 。②

,132.000
70.000
1.864.000

可¬

F

E菫 _型L」

:常 薔 澤


